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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

（な し）    

 

２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26928 

（旧 No.26527) 
H19.6.1 

建築物等実態調査 

建築物実態調査票 
国土交通大臣 

No.26929 

（旧 No.26528) 
H19.6.1 

建築物等実態調査 

増改築・改装等実態調査票 
国土交通大臣 

No.26930 

（旧 No.23749) 
H19.6.7 

地域児童福祉事業等調査 

認可外保育施設利用世帯票 
厚生労働大臣 

No.26931 

（旧 No.26538) 
H19.6.8 

海外現地法人四半期調査 

海外現地法人四半期調査票 
経済産業大臣 

No.26932 

（旧 No.26545) 
H19.6.11 

知的財産活動調査 

知的財産活動調査票（甲） 
特許庁長官 

No.26933 

（旧 No.25798) 
H19.6.11 

知的財産活動調査 

知的財産活動調査票（乙） 
特許庁長官 

No.26934 

（旧 No.26744) 
H19.6.11 

砕石等動態統計調査 

砕石等動態統計調査四半期報 
経済産業大臣 

No.26935 

（旧 No.26133) 
H19.6.11 

家計消費状況調査 

調査票Ａ（二人以上の世帯） 
総務大臣 

No.26936 

（旧 No.26134) 
H19.6.11 

家計消費状況調査 

調査票Ａ（単身世帯） 
総務大臣 

No.26937 

（旧 No.26135) 
H19.6.11 

家計消費状況調査 

調査票Ｂ（二人以上の世帯，単身世帯共通） 
総務大臣 

No.26938 

（旧 No.23389) 
H19.6.11 

船員単位労働組合基本調査 

船員単位労働組合基本調査票 
国土交通大臣 

No.26939 

（旧 No.     ) 
H19.6.14 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ａ－１） 
総務大臣 

No.26940 

（旧 No.     ) 
H19.6.14 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ａ－２） 
総務大臣 

No.26941 

（旧 No.     ) 
H19.6.14 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ｂ） 
総務大臣 

No.26942 

（旧 No.     ) 
H19.6.14 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（本社等事業所

確認票） 

総務大臣 

No.26943 

（旧 No.     ) 
H19.6.14 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査 

平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（アンケート） 
総務大臣 
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No.26944 

（旧 No.23739) 
H19.6.15 

工場立地動向調査 

工場立地動向調査票 
経済産業大臣 

No.26945 

（旧 No.26552) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 
厚生労働大臣 

No.26946 

（旧 No.26553) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

介護老人保健施設票 
厚生労働大臣 

No.26947 

（旧 No.26554) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

介護療養型医療施設票 
厚生労働大臣 

No.26948 

（旧 No.26555) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

訪問看護ステーション票 
厚生労働大臣 

No.26949 

（旧 No.26556) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

居宅サービス事業所（福祉関係）票 
厚生労働大臣 

No.26950 

（旧 No.26557) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

地域密着型サービス事業所票 
厚生労働大臣 

No.26951 

（旧 No.26558) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

居宅サービス事業所（医療関係）票 
厚生労働大臣 

No.26952 

（旧 No.26559) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

介護保険施設利用者個票 
厚生労働大臣 

No.26953 

（旧 No.26560) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

介護保険施設利用者一覧票 
厚生労働大臣 

No.26954 

（旧 No.26561) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

訪問看護ステーション利用者個票 
厚生労働大臣 

No.26955 

（旧 No.26562) 
H19.6.18 

介護サービス施設・事業所調査 

訪問看護ステーション利用者一覧票 
厚生労働大臣 

No.26956 

（旧 No.26089) 
H19.6.18 

健康保険被保険者実態調査 

健康保険被保険者実態調査調査票 
厚生労働大臣 

No.26957 

（旧 No.26549) 
H19.6.21 

通信産業動態調査 

通信産業動態調査調査票１（電気通信事業用） 
総務大臣 

No.26958 

（旧 No.26550) 
H19.6.21 

通信産業動態調査 

通信産業動態調査調査票２（放送事業用） 
総務大臣 

No.26959 

（旧 No.26551) 
H19.6.21 

通信産業動態調査 

通信産業動態調査調査票３（ケーブルテレビ事業用） 
総務大臣 

No.26960 

（旧 No.26090) 
H19.6.21 

社会福祉施設等調査 

老人福祉施設等調査票 
厚生労働大臣 

No.26961 

（旧 No.26090) 
H19.6.21 

社会福祉施設等調査 

障害者支援施設等調査票 
厚生労働大臣 

No.26962 

（旧 No.26091) 
H19.6.21 

社会福祉施設等調査 

児童福祉施設等調査票 
厚生労働大臣 

No.26963 

（旧 No.26092) 
H19.6.21 

社会福祉施設等調査 

保育所調査票 
厚生労働大臣 
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No.26964 

（旧 No.26597) 
H19.6.21 

社会福祉施設等調査 

障害福祉サービス事業所票 
厚生労働大臣 

No.26965 

（旧 No.26056) 
H19.6.27 

建設機械損料調査 

建設機械等使用実績調査票 
国土交通大臣 

No.26966 

（旧 No.26057) 
H19.6.27 

建設機械損料調査 

建設機械等処分調査票 
国土交通大臣 

No.26967 

（旧 No.26575) 
H19.6.28 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

診療録情報 
厚生労働大臣 

No.26968 

（旧 No.26579) 
H19.6.28 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

診療明細情報 
厚生労働大臣 

No.26969 

（旧 No.26580) 
H19.6.28 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

行為明細情報 
厚生労働大臣 

No.26970 

（旧 No.26578) 
H19.6.28 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

包括レセプト情報 
厚生労働大臣 

No.26971 

（旧 No.26577) 
H19.6.28 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

医療保険診療以外のある症例調査票 
厚生労働大臣 

No.26972 

（旧 No.26576) 
H19.6.28 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

施設調査票 
厚生労働大臣 

 

３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

107029 H19.6.4 保育所保育料の徴収状況に関する調査 厚生労働大臣

107030 H19.6.7 ひとり親家庭等実態調査 石川県知事 

107031 H19.6.8 人口移動理由実態調査 秋田県知事 

107032 H19.6.11 第９期市政アドバイザー第１回意識調査 神戸市長 

107033 H19.6.13 旭区防災対策アンケート 大阪市長 

107034 H19.6.21 食育に関する調査 さいたま市長

107035 H19.6.22 市民健康意識アンケート調査 金沢市長 

107036 H19.6.26 ひとり親家庭等実態調査 福井県知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

207021 H19.6.5 県民所得統計に関する特別調査 山梨県知事 

207022 H19.6.8 母子・父子世帯等実態調査 山口県知事 

207023 H19.6.8 熱海市小売物価調査 熱海市長 

207024 H19.6.11 富士市賃金実態調査 富士市長 

207025 H19.6.14 高知都市圏パーソントリップ調査 高知県知事 

207026 H19.6.19 被保護者全国一斉調査 厚生労働大臣



 －6－

207027 H19.6.25 県政への満足度等に関するアンケート 島根県知事 

207028 H19.6.28 高齢者基礎調査 新潟県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
 

 

 

 

 

（平成 19 年 6 月は該当なし） 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 建築物等実態調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部建設調査統計課 

【目 的】 着工建築物及び除却建築物の届出の実態，及び，増改築・改装等を実施した建築物の工事件数，工事

実施額等を現地調査により把握し，住宅行政等の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－建築物実態調査票，２－増改築・改装等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）記者発表及び「建設統計月報」に掲載（調査実施年の

年度末）ただし，建築物実態調査の結果については，建築基準法で罰則が定められている建築工事

届及び建築物除去届の提出状況を把握するものであるため非公表。 （表章）全国 

【経 費】 ２７，７５０千円  

※ 

【調査票名】 １－建築物実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９２８ 調査票承認番号（旧）２６５２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）使用者・所有者 （属性）調査実施年の前年中に建築工事に着手した建

築物及び除却の工事が行われた除却建築物の使用主等 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８８０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 

（把握時）６月１０日現在 （系統）国土交通省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月１０日～１０月３１日 

【調査事項】 １．着工建築物（建築物使用主等の種別，建築主の種別，着工時期，工事種別，１棟の用途，構

造，床面積の合計，工事別，新設住宅の資金，利用関係，住宅の種類，建て方，住宅の戸数，住宅

の床面積の合計など） ２．除却建築物（建築物使用主等の種別，除却原因，除却時期，建築物の

用途，構造，建築物の数，除却住宅の戸数，床面積の合計など） 

※ 

【調査票名】 ２－増改築・改装等実態調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９２９ 調査票承認番号（旧）２６５２８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）使用者・所有者 （属性）調査実施年の前年中に増築，改築及び改装等

の工事を実施した建築物の使用主等 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８８０ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 

（把握時）６月１０日現在 （系統）国土交通省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）６月１０日～１０月３１日 

【調査事項】 １．建築物等の使用主等の種別，２．建築物の工事部分の施主の種別，３．建築物の建築時期，

４．工事期間，５．工事部分に係る建築物の用途，６．建築物の工事部分の構造，７．工事内容，

８．資金，９．工事部分の面積の合計，１０．工事実施額 
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【調査名】 地域児童福祉事業等調査 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

【目 的】 認可外保育施設を利用する世帯の実態を把握することにより，認可外保育施設における保育内容・保

育環境の改善等を図るための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は平成９年から開始され，市町村事業を対象とする場合は届出統計調査として，施設及び利用

世帯（保育所・認可外保育施設）を対象とする場合は承認統計調査として実施。平成９年は市町村事

業，施設及び利用世帯（保育所），同１０～１１年は市町村事業，同１２年は利用世帯（保育所・認可

外保育施設），同１３年は施設，同１４年は市町村事業，同１５年は施設及び利用世帯（保育所），同

１６年は利用世帯（認可外保育施設），同１７年は市町村事業，同１８年は施設及び利用世帯（保育

所），同１９年は利用世帯（認可外保育施設）と調査対象を変えて毎年実施。 

【調査の構成】 １－認可外保育施設利用世帯票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果の概要」及びホームページ（平成２０年７

月中旬），「地域児童福祉事業等調査報告書」（平成２０年９月） （表章）全国 

【経 費】 １６，５２８千円  

※ 

【調査票名】 １－認可外保育施設利用世帯票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３０ 調査票承認番号（旧）２３７４９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）認可外保育施設利用世帯 （抽出枠）認可外保育施設利

用世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／母１６０，０００ （配布）郵送・職員 （取

集）郵送・職員 （記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都

道府県→市町村→認可外保育施設→報告者，厚生労働省→指定都市・中核市→認可外保育施設→報

告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年１０月１日 
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【調査事項】 １．世帯の状況，（１）児童と同居している世帯員の状況，（２）就学前の児童数，（３）父母

の就労状況（常勤・非常勤・自営業等），（４）金土日の父母の就業時間，（５）出産による父母

の仕事の変化，（６）世帯の年収等，２．保育サービスの利用状況，（１）入所児童の生年月，入

所年月，保育料，実費徴収経費（食費・おむつ代等），（２）一週間の通常利用日数，（３）一日

の通常利用時間帯，（４）入所児童の送迎を要する時間，送迎者，（５）二重保育の状況，（６）

入所施設の選択理由，（７）入所施設に対する満足度等 
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【調査名】 海外現地法人四半期調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部企業統計室 

【目 的】 我が国企業の海外事業活動を動態的に把握し，機動的な産業政策及び通商政策立案に資するための資

料を得る。 

【沿 革】 本調査は，統計審議会答申「統計行政の新中・長期構想」において，企業活動の国際的展開の状況を

的確に把握する必要性が指摘されたことを踏まえ，企業の内外における売上額，投資の状況等を動態的

に明らかにし，産業空洞化の実態を含めた景気の変動要因を分析することにより，経済情勢の急激な変

化に対応した適時・的確な産業政策等の立案等に資するため，平成８年度の試験調査を経て，平成９年

度から「企業動向調査」として実施されてきた。平成１３年度調査の際に，企業関係統計の体系的整

備，調査の効率的実施及び報告者負担の軽減の観点から，経済産業省の「産業経済動向調査」（承認統

計調査）との統合が行われ，平成１５年度には，本社企業調査票を廃止し，海外現地法人調査票のみと

なり，調査の名称も「海外現地法人四半期調査」と変更された。 

【調査の構成】 １－海外現地法人四半期調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（毎期調査票提

出月の翌月下旬頃） （表章）全国 

【経 費】 １６，６２７千円  

※ 

【調査票名】 １－海外現地法人四半期調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年７月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３１ 調査票承認番号（旧）２６５３８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）海外に現地法人を有する我が国企業のうち，金融・保険

業及び不動産業を除く，資本金１億円以上，かつ常時従業者５０人以上の製造業の現地法人を有す

る企業。 （抽出枠）海外事業活動基本調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）各期末日現在 （系統）経済産業省→報告者 
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【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）４，５，６月の３か月分を８月中旬，７，８，９月の３か月分

を１１月中旬，１０，１１，１２月の３か月分を翌年２月中旬，翌年１，２，３月の３か月分を

５月中旬 

【調査事項】 １．現地法人名及び企業名（シール貼付方式による記入），２．売上高（売上高，うち自国内販

売高，うち日本向け輸出高及びうち日本以外の第三国向け輸出高並びにこれら事項別現状判断及び

先行き見通し），３．従業者数（従業者数及び先行き見通し） 
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【調査名】 知的財産活動調査 

【実施機関】 特許庁総務部技術調査課 

【目 的】 我が国企業等の知的財産活動の実態を把握するとともに，特許出願の国際的な審査体制の整備や我が

国の知的財産政策の企画立案のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 平成１６年調査より，調査客体及び調査周期の見直しを行い，毎年調査を行う対象を特許等の出願実

績が５件以上の者とし，一方，１～４件の者については，記入者負担軽減の観点から３年に一度とし

た。 

【調査の構成】 １－知的財産活動調査票（甲），２－知的財産活動調査票（乙） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）ホームページ（平成２０年４月），「調査

結果報告書」（平成２０年３月） （表章）全国 

【経 費】 ３３，０００千円  

※ 

【調査票名】 １－知的財産活動調査票（甲） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３２ 調査票承認番号（旧）２６５４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人，個人，公的機関 （属性）調査実施の前々年（２００５年）にお

ける出願実績（５件以上）があった法人，個人，公的機関。 （抽出枠）出願人別出願件数表（２

００５年） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，０４１／母８，０４１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）平成１８年度（産業財産権制度の利用状況については歴年） （系統）特許庁総

務部技術調査課→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月３０日 

【調査事項】 １．概要，２．知的財産部門の活動状況，３．産業財産権制度の利用状況，４．産業財産権の実

施状況，５．知的財産権侵害に係る訴訟の状況（３年に一度の詳細調査時のみ） 

※ 
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【調査票名】 ２－知的財産活動調査票（乙） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３３ 調査票承認番号（旧）２５７９８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）法人，個人，公的機関 （属性）調査実施の前々年（２００５年）にお

ける出願実績（４件以下）があった法人，個人，公的機関 （抽出枠）出願人別出願件数表（２０

０５年） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，７００／母６６，４７５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年度（産業財産権制度の利用状況については暦年） （系統）

特許庁総務部技術調査課→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）９月３０日 

【調査事項】 １．概要，２．知的財産部門の活動状況，３．産業財産権制度の利用状況，４．産業財産権の実

施状況，５．知的財産権侵害に係る訴訟の状況（３年に一度の詳細調査時のみ） 
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【調査名】 砕石等動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局住宅産業窯業建材課 

【目 的】 砕石業を営む企業について，骨材の生産及び出荷等の実態を把握し，行政上必要とする基礎的資料を

得る。 

【沿 革】 本調査の対象は零細な事業者が多く，昭和５２年の試験的調査「採石業の実態把握」の結果を踏まえ

て，昭和５４年（１０から１２月期）から四半期ごとに実施されているものである。平成１９年より，

砕石業を営む企業の製造する再生骨材の生産・出荷・在庫動向等を調査することに変更し，調査名称も

「砕石動態統計調査」から「砕石等動態統計調査」に変更。 

【調査の構成】 １－砕石等動態統計調査四半期報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「砕石等統計四半期報」（毎期調査票提出

月の翌々月中旬） （表章）全国 

【経 費】 ７，２９８千円  

※ 

【調査票名】 １－砕石等動態統計調査四半期報 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３４ 調査票承認番号（旧）２６７４４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１．採石法第２条に定められた岩石及び鉱業法第３条

に定められた鉱物のうち，石灰石，ケイ石，ドロマイトの砕石を行っている事業所，２．砕石業を

営む企業の再生骨材を製造する事業所， （抽出枠）社団法人日本砕石協会会員名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５８０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）各四半期末現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）各四半期の翌月１５日頃 

【調査事項】 １．砕石及び再生骨材生産・出荷・月末在庫，２．原石，コンクリート塊等再生骨材原料の採

取・受入量，３．電力・燃料の消費量，４．労務，（１）常用従業者数，（２）臨時従業者数，

（３）請負従業者数，５．設備公称能力，自家発電能力６．砕石出荷内訳，７．再生骨材出荷内
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訳， 
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【調査名】 家計消費状況調査 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課 

【目 的】 個人消費動向の更なる的確な把握に資するため，近年増加が著しいＩＴ関連の消費や購入頻度が少な

い高額商品・サービスなどへの消費の実態を安定的に捉える。 

【調査の構成】 １－調査票Ａ（二人以上の世帯），２－調査票Ａ（単身世帯），３－調査票Ｂ（二人以上の世

帯，単身世帯共通） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計完了後） （表

章）全国 

【経 費】 ５９６，０００千円  

※ 

【調査票名】 １－調査票Ａ（二人以上の世帯） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３５ 調査票承認番号（旧）２６１３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯 （抽出枠）調査対象となる市区町村が

保有する住民基本台帳又は選挙人名簿，国勢調査調査区名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２７，０００／母３４，６００，０００ （配布）調査員 

（取集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査開始月の１５日現在 （系統）総務省統計局→民

間調査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査開始月の翌月上旬 

【調査事項】 １．あなたの世帯について，２．情報技術（ＩＴ）関連の機器・サービスの保有・利用状況につ

いて，３．今月１か月間のインターネットの利用状況について，４．電子マネー等関連の利用状況

について 

※ 

【調査票名】 ２－調査票Ａ（単身世帯） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２２年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３６ 調査票承認番号（旧）２６１３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身世帯 （抽出枠）調査対象となる市区町村が保有す

る住民基本台帳又は選挙人名簿，国勢調査調査区名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１４，４００，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査開始月の１５日現在 （系統）総務省統計局→民間調

査機関→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査開始月の翌月上旬 

【調査事項】 １．報告者自身について，２．情報技術（ＩＴ）関連の機器・サービスの保有・利用状況につい

て，３．今月１か月間のインターネットの利用状況について，４．電子マネー等関連の利用状況に

ついて 

※ 

【調査票名】 ３－調査票Ｂ（二人以上の世帯，単身世帯共通） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３７ 調査票承認番号（旧）２６１３５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 （抽出枠）調査対象とな

る市区町村が保有する住民基本台帳又は選挙人名簿，国勢調査調査区名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３０，０００／母４９，０００，０００ （配布）調査員 

（取集）併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）総務省統計局→民間調査機関→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査月の翌月上旬 

【調査事項】 １．世帯に関する事項（前月の調査時点と変更があった場合のみ記入），２．特定の商品・サー

ビスの購入金額，３．支出総額，４．消費に関するインターネットの利用状況 
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【調査名】 船員単位労働組合基本調査 

【実施機関】 国土交通省海事局船員政策課 

【目 的】 わが国における船員単位労働組合についてその基本的事項を調査し，船員労働組合に関する基礎資料

を作成する。 

【沿 革】 昭和２２年に開始された調査で，途中あまり調査内容に変更はなく現在に至っている。なお，昭和６

０年まで毎年調査として実施してきたが，以後，隔年調査となった。 

【調査の構成】 １－船員単位労働組合基本調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（手集計） （公表）「船員単位労働組合基本調査概況」（発行時期９月から

１０月頃） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－船員単位労働組合基本調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年８月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３８ 調査票承認番号（旧）２３３８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）その他 （属性）主として船員法（昭和２２年法律第１００号）第１条

の適用を受ける船員を構成員として組織された労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）第２条に

規定する労働組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）６月

３０日現在 （系統）国土交通省（本省）→各地方運輸局（神戸運輸監理部及び沖縄総合事務局を

含む）→報告者（船員単位労働組合） 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）７月２０日 

【調査事項】 １．組合の設立年月日，２．組合の法人格の有無，３．組合の組織，４．加入上部組合名，５．

組合員数，６．組合員数の変化の理由，７．労働協約の締結又は適用，８．労使交渉協議機関，

９．組合規約による徴収予定組合費総額 
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【調査名】 平成２１年経済センサス（仮称）試験調査 

【実施機関】 総務省統計局 

【目 的】 平成２１年経済センサスの実施計画の企画に際し必要な事項を実地に検討する。 

【調査の構成】 １－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ａ－１），２－平成２１年経済センサス

（仮称）試験調査（調査票Ａ－２），３－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票

Ｂ），４－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（本社等事業所確認票），５－平成２１年経

済センサス（仮称）試験調査（アンケート） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）部内資料として使用し，公表しな

い。 （表章）総務省が選定した１３市（区） 

【経 費】 ８，２００千円  

※ 

【調査票名】 １－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ａ－１） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９３９ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）総務省が選定した１３市（区） （単位）企業又は団体 （属性）総務省が選定した１

３市（区）に所在する民営の企業又は団体 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿及び

商業登記簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，９５５／母２，９００，０００ （配布）併用 （取集）併

用 （記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）総務省→都道府県→市（区）→

調査員→報告者 総務省→都道府県→市（区）→報告者 総務省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年８月２７日～０９月１４日 

【調査事項】 １．名称及び電話番号，２．所在地，３．経営組織，４．事業所の開設時期，５．事業所の従業

者数，６．事業所の事業の種類，７．業態，８．他の事業所の有無等，９．資本金等の額，１０．

外国資本比率，１１．持ち株会社か否か，１２．親会社の有無等，１３．親会社の名称及び連絡

先，１４．子会社の有無等，１５．会社全体の常用雇用者数，１６．会社全体の主な事業の種類 
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※ 

【調査票名】 ２－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ａ－２） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４０ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）総務省が選定した１３市（区） （単位）企業又は団体 （属性）総務省が選定した１

３市（区）に所在する民営の企業又は団体 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿及び

商業登記簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，９５５／母２，９００，０００ （配布）併用 （取集）併

用 （記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）総務省→都道府県→市（区）→

調査員→報告者 総務省→都道府県→市（区）→報告者 総務省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年８月２７日～０９月１４日 

【調査事項】 １．名称及び電話番号，２．所在地，３．経営組織，４．事業所の開設時期，５．事業所の従業

者数，６．事業所の事業の種類，７．業態，８．他の事業所の有無等，９．資本金等の額，１０．

外国資本比率，１１．持ち株会社か否か，１２．親会社の有無等，１３．親会社の名称及び連絡

先，１４．子会社の有無等，１５．会社全体の常用雇用者数，１６．会社全体の主な事業の種類 

※ 

【調査票名】 ３－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（調査票Ｂ） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４１ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）総務省が選定した１３市（区） （単位）企業又は団体 （属性）総務省が選定した１

３市（区）に所在する民営の企業又は団体 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿及び

商業登記簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３，５００／母６，０００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）総務省→都道府県→市（区）
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→調査員→報告者 総務省→都道府県→市（区）→報告者 総務省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１４日～１０月３１日 

【調査事項】 １．名称及び電話番号，２．所在地，３．事業所の開設時期，４．事業所の従業者数，５．事業

所の事業の種類，６．業態 

※ 

【調査票名】 ４－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（本社等事業所確認票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４２ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）総務省が選定した１３市（区） （単位）企業又は団体 （属性）総務省が選定した１

３市（区）に所在する民営の企業又は団体 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿及び

商業登記簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５００／母６，０００，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）総務省→都道府県→市（区）→

調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年８月２７日～０９月１４日 

【調査事項】 １．事業所の名称，所在地等，２．事業所の本所・本社・本店の名称，所在地等 

※ 

【調査票名】 ５－平成２１年経済センサス（仮称）試験調査（アンケート） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１４日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４３ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）総務省が選定した１３市（区） （単位）企業及び団体 （属性）総務省が選定した１

３市区に所在する民営の企業又は団体 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿及び商業

登記簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３，９１０／母２，９００，０００ （配布）併用 （取集）併
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用 （記入）自計 （把握時）平成１９年９月１日現在 （系統）総務省→都道府県→市（区）→

調査員→報告者 総務省→都道府県→市（区）→報告者 総務省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年８月２７日～０９月１４日 

【調査事項】 １．記載者について，２．調査員について，３．調査員の配布・提出方法，４．記入の仕方につ

いて，５．調査期日について，６．その他 
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【調査名】 工場立地動向調査 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局地域グループ地域経済産業政策課 

【目 的】 工場の立地動向を全国にわたり統一した基準で迅速に調査することにより，工場立地の動向を把握

し，工場立地の適正化及び土地利用の合理化に役立てるため。 

【沿 革】 本調査は、工場立地法（昭和３４年法律第２４号）第２条に基づくものであり、昭和４２年から半年

周期で実施されており、１月から６月の上期と７月から１２月の下期を合わせた年計で集計している。

平成１６年調査から調査系統を変更し，都道府県・市町村経由を廃止。 

【調査の構成】 １－工場立地動向調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「速報（１～６月分）」（９月），「速報（７～１２

月分）」（翌年３月），「確報」（１０月） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－工場立地動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４４ 調査票承認番号（旧）２３７３９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）１．日本標準産業分類による製造業，電気業（水力発

電所，地熱発電所を除く。），ガス業又は熱供給業を営む者，２．独立した研究所（民間の試験研

究機関で主として製造業，電気業，ガス業又は熱供給業に係る分野の研究を行うものに限る。）で

あって、その工場又は研究所を建設する目的をもって当該年（１～１２月）に１，０００平方メー

トル以上の用地（埋立地を含む）を取得（借地を含む）した者。 （抽出枠）農地転用許可書等の

業務資料，登記又は仮登記 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）経済産業省本省→経済産業局→報告者 

【周期・期日】 （周期）半年 （実施期日）８月上旬，翌年２月上旬 

【調査事項】 １．工場，２．会社全体，３．日程，４．面積，５．工場の機能，６．地目，７．立地地点・工

場移転等，８．立地地点からの距離，９．立地地点選定理由，海外立地と比較しての国内立地選定
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理由，１０．主要原材料・製品名，１１．労働力，１２．都市計画区分，用途地域 
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【調査名】 介護サービス施設・事業所調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 全国の介護サービスの提供体制，提供内容等を把握することにより，介護サービスの提供面に着目し

た基盤整備に関する基礎資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票，２－介護老人保健施設票，３－介護療

養型医療施設票，４－訪問看護ステーション票，５－居宅サービス事業所（福祉関係）票，６－地

域密着型サービス事業所票，７－居宅サービス事業所（医療関係）票，８－介護保険施設利用者個

票，９－介護保険施設利用者一覧票，１０－訪問看護ステーション利用者個票，１１－訪問看護ス

テーション利用者一覧票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年９月） （表章）全

国，都道府県 

【経 費】 ７５，４９３千円  

※ 

【調査票名】 １－介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４５ 調査票承認番号（旧）２６５５２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設 

（抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，０００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保健所・

福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定

都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名・施設名，２．施設の所在地，３．開設年月，４．開設主体及び経営主体，５．介護

報酬上の届出，６．ユニットの状況，７．定員及び居室の状況，８．居住費の状況，９．施設サー

ビスの状況，１０．食費の状況，１１．社会福祉法人等による軽減の状況，１２．苦情解決のため
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の取組状況，１３．併設の状況，１４．夜間及び深夜の時間帯における勤務体制，１５．夜勤職員

の平均夜勤時間，１６．従事者数 

※ 

【調査票名】 ２－介護老人保健施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４６ 調査票承認番号（旧）２６５５３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護老人保健施設 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，５００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保健所・

福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定

都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名・施設名，２．施設の所在地，３．開設年月，４．開設主体，５．介護報酬上の届出

及び施設の区分，６．ユニットの状況，７．定員及び療養室の状況，８．居住費の状況，９．施設

サービスの状況，１０．食費の状況，１１．併設の状況，１２．夜間及び深夜の時間帯における勤

務体制，１３．夜勤職員の平均夜勤時間，１４．従事者数 

※ 

【調査票名】 ３－介護療養型医療施設票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４７ 調査票承認番号（旧）２６５５４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護療養型医療施設 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３，４００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保健所・

福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定

都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 
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【調査事項】 １．法人名・施設名，２．施設の所在地，３．開設主体，４．介護報酬上の届出，５．ユニット

の状況，６．病床数，７．病室の状況，８．居住費の状況，９．施設サービスの状況，１０．食費

の状況，１１．併設の状況，１２．夜間及び深夜の時間帯における勤務体制，１３．夜勤職員の平

均夜勤時間，１４．従事者数 

※ 

【調査票名】 ４－訪問看護ステーション票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４８ 調査票承認番号（旧）２６５５５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問看護ステーション及び介護予防訪問看護ステーシ

ョン （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５，５００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保健所・

福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定

都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名・ステーション名・ステーションの所在地，２．開設主体，３．加算等の届出の状

況，４．出張所等（サテライト事業所）の状況，５．９月中のサービスの提供状況，６．９月中の

職種別訪問回数，７．９月中の利用者，８．従事者数，９．「居宅介護支援事業所」の併設の状況

と従事者による介護支援専門員（ケアマネジャー）の兼務状況 

※ 

【調査票名】 ５－居宅サービス事業所（福祉関係）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９４９ 調査票承認番号（旧）２６５５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（通所介護事業所，短期入所生活

介護事業所，特定施設入居者生活介護事業所，訪問介護事業所，訪問入浴介護事業所，福祉用具貸
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与事業所，特定福祉用具販売事業所），居宅介護支援事業所，介護予防サービス事業所（介護予防

通所介護事業所，介護予防短期入所生活介護事業所，介護予防特定施設入居者生活介護事業所，介

護予防訪問介護事業所，介護予防訪問入浴介護事業所，介護予防福祉用具貸与事業所，特定介護予

防福祉用具販売事業所），介護予防支援事業所 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７３，６００ （配布）郵送・保健所・福祉事務所の職員 （取集）

郵送・保健所・福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→

都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者，厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月２０日 

【調査事項】 １．法人名・事業所名・事業所の所在地，２．経営主体，３．苦情解決のための取組状況，４．

介護予防通所介護・通所介護の状況，（１）事業所の形態，（２）併設の状況，（３）サービスの

提供状況，（４）選択的サービス等提供の組み合わせ，（５）食費（昼食）の状況，（６）社会福

祉法人等による軽減の状況，（７）従事者数，５．介護予防短期入所生活介護・短期入所生活介護

の状況，（１）介護報酬上の届出種別，（２）サービスの提供状況，（３）ユニットの状況，

（４）居室の状況，（５）滞在費の状況，（６）食費の状況，（７）社会福祉法人等による軽減の

状況，（８）従事者数，６．介護予防特定施設入居者生活介護・特定施設入居者生活介護の状況，

（１）事業所の形態，（２）人員配置区分の状況，（３）介護専用型・混合型の区分，（４）サー

ビスの提供状況，（５）居室の状況，（６）従事者数，７．介護予防訪問介護・訪問介護の状況，

（１）サービスの提供状況，（２）社会福祉法人等による軽減の状況，（３）サービスの提供体

制，（４）従事者数，８．介護予防訪問入浴介護・訪問入浴介護の状況，（１）サービスの提供状

況，（２）従事者数，９．介護予防福祉用具貸与・福祉用具貸与・特定介護予防福祉用具販売・特

定福祉用具販売の状況，（１）サービスの提供状況，（２）従事者数，（３）福祉用具専門相談員

の資格の状況，１０．介護予防支援（地域包括支援センター）の状況，（１）独立・併設の状況，

（２）９月中における委託の有無，（３）サービスの提供状況，（４）従事者数，１１．居宅介護

支援の状況，（１）独立・併設の状況，（２）９月中における地域包括支援センターからの受託の

状況，（３）サービスの提供状況，（４）従事者数 

※ 
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【調査票名】 ６－地域密着型サービス事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５０ 調査票承認番号（旧）２６５５７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）地域密着型サービス事業所（認知症対応型通所介護事

業所，認知症対応型共同生活介護事業所，地域密着型特定施設入居者生活介護事業所，夜間対応型

訪問介護事業所，小規模多機能型居宅介護事業所），地域密着型介護予防サービス事業所（介護予

防認知症対応型通所介護事業所，介護予防認知症対応型共同生活介護事業所，介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１，５００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告

者，厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月２０日 

【調査事項】 １．法人名・事業所名・事業所の所在地，２．経営主体，３．苦情解決のための取組状況，４．

夜間対応型訪問介護の状況，（１）事業所の区分，（２），サービスの提供状況，（３）社会福祉

法人等による軽減の状況，（４）オペレーションセンターの数，（５）従事者数，５．介護予防認

知症対応型通所介護・認知症対応型通所介護の状況，（１）事業所の形態，（２）併設の状況，

（３）サービスの提供状況，（４）選択的サービス提供の組み合わせ，（５）食費（昼食）の状

況，（６）社会福祉法人等による軽減の状況，（７）従事者数，６．介護予防小規模多機能型居宅

介護・小規模多機能型居宅介護の状況，（１）サービスの提供状況，（２）宿泊室の状況，（３）

宿泊費の状況，（４）食費の状況，（５）社会福祉法人等による軽減の状況，（６）従事者数，

７．介護予防認知症対応型共同生活介護・認知症対応型共同生活介護の状況，（１）サービスの提

供状況，（２）加算等の届出状況，（３）ユニット及び居室の状況，（４）食費の状況，（５）夜

間及び深夜の勤務体制，（６）従事者数，８．地域密着型特定施設入居者生活介護の状況，（１）

事業所の形態，（２）サービスの提供状況，（３）居室の状況，（４）従事者数 

※ 
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【調査票名】 ７－居宅サービス事業所（医療関係）票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５１ 調査票承認番号（旧）２６５５８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）居宅サービス事業所（通所リハビリテーション事業

所，短期入所療養介護事業所，介護予防リハビリテーション事業所，介護予防短期入所療養介護事

業所） （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９，２００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保健所・

福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定

都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名・施設名・施設の所在地，２．施設の種類・サービスの状況，３．開設主体，４．介

護予防短期入所療養介護・短期入所療養介護の状況，（１）サービスの提供状況，（２）滞在費の

状況，（３）食費の状況，５．介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーションの状

況，（１）サービスの提供状況，（２）選択的サービス提供の組み合わせ，（３）食費（昼食）の

状況，（４）通所リハビリテーションの従事者数 

※ 

【調査票名】 ８－介護保険施設利用者個票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５２ 調査票承認番号（旧）２６５５９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）介護保険施設の入所者 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，８００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保

健所・福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 
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【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．利用者の住所，４．入・退所（院）の状況，５．要介護度，

６．一年前の要介護度の状況，７．主傷病名，８．認知症高齢者の日常生活自立度，９．障害高齢

者の日常生活自立度（寝たきり度），１０．負担限度額認定の状況，１１．利用料，１２．医療処

置等の状況 

※ 

【調査票名】 ９－介護保険施設利用者一覧票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５３ 調査票承認番号（旧）２６５６０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）介護保険施設の入所者 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，８００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保

健所・福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．要介護度 

※ 

【調査票名】 １０－訪問看護ステーション利用者個票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５４ 調査票承認番号（旧）２６５６１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）訪問看護ステーション及び介護予防訪問看護ステーショ

ンの利用者 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保

健所・福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 
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【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．適用法等（支払方法），４．指示書の種類，５．要介護度，

６．主傷病名，７．認知症高齢者の日常生活自立度，８．障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり

度），９．訪問先の状況，１０．同居家族の状況，１１．利用料，１２．訪問看護等の状況 

※ 

【調査票名】 １１－訪問看護ステーション利用者一覧票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５５ 調査票承認番号（旧）２６５６２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）訪問看護ステーション及び介護予防訪問看護ステーシ

ョンの利用者 （抽出枠）指定事業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６００ （配布）保健所・福祉事務所の職員 （取集）保

健所・福祉事務所の職員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県・指定都市・中核市→保健所・福祉事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．要介護，４．要支援 
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【調査名】 健康保険被保険者実態調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局調査課 

【目 的】 健康保険の被保険者の年齢，標準報酬月額，標準賞与額，その所属している事業所の業態，規模及び

被扶養者の年齢，続柄，異動の状況等を調査し，制度運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本統計調査は，昭和４１年に開始され，以後毎年実施されて現在に至っている。 

【調査の構成】 １－健康保険被保険者実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計終了後） （表章）全国 

【経 費】 １，５６０千円  

※ 

【調査票名】 １－健康保険被保険者実態調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月１８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５６ 調査票承認番号（旧）２６０８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合 （属性）健康保険組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５２０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）毎年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生（支）局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月末日 

【調査事項】 １．適用区分（強制，任意，任意継続，特例退職の別），２．被保険者の所属する事業所に関す

る事項（都道府県番号，業態番号，事業所の被保険者数），３．被保険者に関する事項，（性別，

生年月，被保険者等の区分，資格取得時期，標準報酬月額，標準賞与額，老人保健法適用の有無，

介護保険（該当・適用除外），基準収入額適用申請（該当・不該当），加入者の異動元の保険制

度，脱退者の異動先の保険制度），４．被扶養者に関する事項（性別，生年月，続柄，扶養開始時

期，老人保健法適用の有無，介護保険（該当・適用除外）） 
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【調査名】 通信産業動態調査 

【実施機関】 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室 

【目 的】 通信産業を構成する電気通信事業，放送事業及びケーブルテレビ事業の活動を動態的に把握し，通信

産業に対する機動的な情報通信政策の企画推進に資するとともに，通信産業の健全な発展を図るための

基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－通信産業動態調査調査票１（電気通信事業用），２－通信産業動態調査調査票２（放送事業

用），３－通信産業動態調査調査票３（ケーブルテレビ事業用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）印刷物及びインターネット（翌月及び平成

１９年９月，１２月，平成２０年３月，６月） （表章）全国 

【経 費】 １，９２９千円  

※ 

【調査票名】 １－通信産業動態調査調査票１（電気通信事業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５７ 調査票承認番号（旧）２６５４９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）電気通信事業者 （抽出枠）平成１７年通信産業基本調

査名簿（電気通信事業用） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６３／母１，１４０ （配布）郵送 （取集）オンライン・フ

ァクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査対象月の月末現在 （系統）総務省（情報通信政

策局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）各調査対象月の翌月２０日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．売上高の状況（毎月調査），３．従業者の状況（９月及び３月調査），

４．業況の見通し（６月，９月，１２月及び３月調査） 

※ 

【調査票名】 ２－通信産業動態調査調査票２（放送事業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５８ 調査票承認番号（旧）２６５５０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）放送事業者 （抽出枠）平成１７年通信産業基本調査名

簿（放送事業用） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／母５００ （配布）郵送 （取集）オンライン・ファク

シミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査対象月の月末現在 （系統）総務省（情報通信政策

局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）各調査対象月の翌月２０日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．売上高の状況（毎月調査），３．従業者の状況（９月及び３月調査），

４．業況の見通し（６月，９月，１２月及び３月調査） 

※ 

【調査票名】 ３－通信産業動態調査調査票３（ケーブルテレビ事業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９５９ 調査票承認番号（旧）２６５５１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ケーブルテレビ事業者 （抽出枠）平成１７年通信産業

基本調査名簿（ケーブルテレビ事業用） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０／母２７０ （配布）郵送 （取集）オンライン・ファク

シミリ装置 （記入）自計 （把握時）調査対象月の月末現在 （系統）総務省（情報通信政策

局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）各調査対象月の翌月２０日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．売上高の状況（毎月調査），３．従業者の状況（９月及び３月調査），

４．業況の見通し（６月，９月，１２月及び３月調査） 
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【調査名】 社会福祉施設等調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 全国の社会福祉施設等の数，在所者，従事者の状況等を把握して社会福祉行政推進のための基礎資料

を得るとともに，社会福祉施設等名簿を作成する。 

【調査の構成】 １－老人福祉施設等調査票，２－障害者支援施設等調査票，３－児童福祉施設等調査票，４－保

育所調査票，５－障害福祉サービス事業所票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「平成１９年社会福祉施設等調査報告書」（集計終了

後） （表章）全国 

【経 費】 ３５，１７２千円  

※ 

【調査票名】 １－老人福祉施設等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６０ 調査票承認番号（旧）２６０９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）生活保護法による保護施設，老人福祉法による老人福

祉施設，売春防止法による婦人保護施設及び有料老人ホーム等 （抽出枠）社会福祉施設等名簿一

覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所→報告者

（社会福祉施設等管理者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地等，４．活動の状況，５．認可・届出・設置年月

日，６．設置主体，７．経営主体，８．定員，９．在所者数，１０．年齢階級別在所者数，１１．

職種・常勤・非常勤別従事者数，１２．苦情解決のための取組状況 

※ 

【調査票名】 ２－障害者支援施設等調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６１ 調査票承認番号（旧）２６０９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）旧身体障害者福祉法による身体障害者更正援護施設，

旧知的障害者福祉法による知的障害者援護施設，旧精神保健及び精神障害者福祉に関する法律によ

る精神障害者社会復帰施設及び障害者自立支援法による障害者支援施設等 （抽出枠）社会福祉施

設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所→報告者（社会

福祉施設等管理者），厚生労働省→報告者（国立福祉施設管理者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地等，４．活動の状況，５．認可・届出・設置年月

日，６．設置主体，７．経営主体，８．指定障害者支援施設の指定等，９．定員，１０．在所者

数，１１．年齢階級別在所者数，１２．職種・常勤・非常勤別従事者数，１３．苦情解決のための

取組状況，１４．指定障害者支援施設の昼間実施サービス 

※ 

【調査票名】 ３－児童福祉施設等調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６２ 調査票承認番号（旧）２６０９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）児童福祉法による児童福祉施設（保育所を除く）及び

母子及び寡婦福祉法による母子福祉施設 （抽出枠）社会福祉施設等名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所→報告者（社会

福祉施設等管理者），厚生労働省→報告者（国立福祉施設管理者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 
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【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地，４．活動の状況，５．認可・届出・設置年月日，

６．設置主体，７．経営主体，８．定員，９．在所者数，１０．年齢階級別在所者数，１１．職

種・常勤・非常勤別従事者数，１２．苦情解決のための取組状況，１３．過去一年間の在所期間退

所理由別退所者数 

※ 

【調査票名】 ４－保育所調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６３ 調査票承認番号（旧）２６０９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）保育所及びへき地保育所 （抽出枠）社会福祉施設等

名簿一覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福祉事務所→報告者

（社会福祉施設等管理者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月１５日 

【調査事項】 １．法人名，２．施設名，３．施設の所在地等，４．活動の状況，５．認可・届出・設置年月

日，６．設置主体，７．経営主体，８．分園の有無・分園数，９．定員，１０．在所児数，１１．

年齢階級別在所児数，１２．開所時間，１３．職種・常勤・非常勤別従事者数，１４．苦情解決の

ための取組状況 

※ 

【調査票名】 ５－障害福祉サービス事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６４ 調査票承認番号（旧）２６５９７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）障害者自立支援法による障害福祉サービス事業所 

（抽出枠）指定事業者名簿 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０，０００ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者（障害福祉サービス事業所），厚生労働省→都道府

県・指定都市・中核市→福祉事務所→報告者（障害福祉サービス事業所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年１０月２０日 

【調査事項】 １．法人名，２．事業所名，３．事業所の所在地等，４．事業（サービス）の種類，５．サービ

スの種類ごとの事業所番号・事業所名・事業開始年月日・活動状況，６．経営主体，７．他の施

設・事業所の併設状況，８．苦情解決のための取組状況，９．サービスごとのサービス提供状況

（営業日数，利用実人員とその内訳）及び介護保険法による指定の有無，１０．サービス・種類・

常勤・非常勤別従事者数 
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【調査名】 建設機械損料調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局建設施工企画課 

【目 的】 国内の建設機械等の使用状況を把握し，国土交通行政を推進していく上での基礎資料を得るととも

に，公共工事の積算において建設機械施工に係わる経費を算出するための建設機械等損料算定表の諸数

値を決定するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本統計調査は，昭和４７年度に開始され，以後３年ごとに平成３年度以降は２年周期で実施されてい

る。 

【調査の構成】 １－建設機械等使用実績調査票，２－建設機械等処分調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「建設機械等損料算定表」作成後，記者発表及び国土

交通省ＨＰ掲載（平成２０年３月） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－建設機械等使用実績調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６５ 調査票承認番号（旧）２６０５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業許可業者のうち，公共工事の競争入札参加資格

有資格者名簿の中から，建設業者を地域別，資本金別に無作為に抽出。また，（社）日本機械土工

協会会員及び（社）日本基礎建設協会会員を抽出。 （抽出枠）公共工事の競争入札参加資格有資

格者名簿，（社）日本機械土工協会会員名簿及び（社）日本基礎建設協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）１，２００／母６５，２００ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査対象業者の直近の決算日か

ら過去２年間 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月１０日 

【調査事項】 １．資本金及び直近の決算日，２．全保有建設機械の管理的経費（全保有建設機械取得額，保管

庫・要員，管理用機械・器具，全保有建設機械の台数及び平均格納保管台数），３．保有建設機械

名称及び型式（建設機械名（分類コード），メーカ名，メーカ型式及び規格，主に使用した地
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域），４．保有建設機械の取得価格（取得年月，取得方法，取得価格，取得時の付属装備品），

５．保有建設機械の現在（基準日現在）までの各年度における稼動及び修理実績（保有月数，供用

日数，運転日数，運転時間，維持・修理費） 

※ 

【調査票名】 ２－建設機械等処分調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６６ 調査票承認番号（旧）２６０５７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）建設業許可業者のうち，公共工事の競争入札参加資格

有資格者名簿の中から，建設業者を地域別，資本金別に無作為に抽出。また，（社）日本機械土工

協会会員及び（社）日本基礎建設協会会員を抽出。 （抽出枠）公共工事の競争入札参加資格有資

格者名簿，（社）日本機械土工協会会員名簿及び（社）日本基礎建設協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出及び有意抽出 （客体数）１，２００／母６５，２００ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査対象業者の直近の決算日か

ら過去２年間 （系統）国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１９年８月１０日 

【調査事項】 １．処分建設機械名称及び型式（建設機械名（分類コード），メーカ名，メーカ型式及び規

格），２．建設機械の取得価格等（取得年月，取得方法，取得価格，取得時の付属装備品），３．

建設機械の処分年月（使用年数），処分価格（処分年月，処分理由，処分価格），４．処分までの

総運転時間及び総修理費（処分までの総運転時間，処分までの総修理費） 
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【調査名】 ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 ＤＰＣ導入の影響評価を行うために，中央社会保険医療協議会及び診療報酬調査専門組織ＤＰＣ評価

分科会における議論に基づき定められた，「ＤＰＣ導入の影響評価項目及び評価の視点」に従ったＤＰ

Ｃ導入の影響評価のための調査を実施し，診療内容はどうのように変化したか，医療機関の機能はどの

ように変化したか等について必要なデータを収集し，今後のＤＰＣ見直しのための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－診療録情報，２－診療明細情報，３－行為明細情報，４－包括レセプト情報，５－医療保険

診療以外のある症例調査票，６－施設調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査報告」（集計終了

後） （表章）全国 

【経 費】 ４４３，１７２千円  

※ 

【調査票名】 １－診療録情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６７ 調査票承認番号（旧）２６５７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７１ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）７月から１２月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 １．平成１９年７月から１２月までの退院患者に係る診療録情報，（１）病院属性等（病院の識

別情報，患者が最も医療資源を投入された傷病名を診療した診療科の識別情報等），（２）データ

属性等（患者を識別する番号，性別，生年月日），（３）入退院情報（入院中の主な診療目的，入

退院年月日，予定入院・緊急入院の別，退院後の診療の有無等，前回の入退院の履歴等），（４）

診断情報（主たる傷病の名，入院の契機となった傷病の名，医療資源の投入の多い順に第１，第２

順位の傷病の名，入院時の併存症の名，入院中に発生した傷病の名），（５）手術情報（手術名，
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手術回数，手術日，麻酔の有無・種類），（６）診療情報（妊娠の有無，疾患のある新生児の出生

児体重・妊娠週数，入院時の意識障害の程度，入退院時の日常生活動作能力の程度，がんの初発・

再発の別及び分類，脊柱麻痺患者入院時の重症度，呼吸困難・心不全の程度，急性心筋梗塞・急性

膵炎等の重症度，外来受診から救急検査・処置等までの時間，予定外再手術・ＩＣＵ緊急入室・再

入室の有無，入院時生体情報（最高血圧，呼吸回数），外傷の種類・重症度，化学療法の有無等） 

※ 

【調査票名】 ２－診療明細情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６８ 調査票承認番号（旧）２６５７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７１ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．平成１９年４月から１２月までのレセプトのデータであり，行為明細情報を構成する要素の

一部，（１）病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番号），（２）入退院情報（入

退院年月日），（３）診療明細（順序番号，診療行為の名称，診療行為の点数（手技料＋行為薬剤

料＋行為材料料），行為薬剤料，行為材料料，行為回数，保険者番号，実施年月日，診療科区分，

病棟区分，入院外来の別） 

※ 

【調査票名】 ３－行為明細情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９６９ 調査票承認番号（旧）２６５８０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 



 - 49 -

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７１ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．平成１９年４月から１２月までのレセプトのデータであり，診療明細情報を構成する要素の

一部，（１）病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番号），（２）入退院情報（入

退院年月日），（３）行為明細（順序番号，行為明細番号，診療明細の名称，使用量，基準単位，

行為明細点数，行為明細薬剤料，行為明細材料料，出来高実績点数，出来高・包括職別情報） 

※ 

【調査票名】 ４－包括レセプト情報 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７０ 調査票承認番号（旧）２６５７８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７１ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．平成１９年４月から１２月までのレセプトのデータであり，ＤＰＣ対象病院のみが作成し，

ＤＰＣ準備病院は作成しない，（１）病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番

号），（２）入退院情報（入退院年月日），（３）包括診療明細（順序番号，診療行為名称，行為

点数，行為薬剤料，行為材料料，行為回数，保険者番号，実施年月日，診療科区分，病棟区分，入

院外来の別，分類番号，医療機関係数） 

※ 

【調査票名】 ５－医療保険診療以外のある症例調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２８日 



 - 50 -

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７１ 調査票承認番号（旧）２６５７７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７１ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）７月から１２月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 １．平成１９年７月から１２月までの退院患者のうち，医療保険診療以外で診療を行った退院患

者に係る症例を識別する情報，（１）病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番

号），（２）入退院情報（入退院年月日），（３）医療保険外との組合せ（医療保険の使用の有

無，他の制度との併用状況等） 

※ 

【調査票名】 ６－施設調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１９年６月２８日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年２月２９日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２６９７２ 調査票承認番号（旧）２６５７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３６０ ３７１ （配布）オンライン （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．平成１９年４月から１２月までの病床種類別病床数，入院基本料加算等，（１）病院属性

（病院の識別情報），（２）病床数（総病床数，医療保険届出病床数，介護保険届出病床数，その

他の病床数），（３）種類別病床数（一般病棟，療養病棟の入院基本料対象別，救命救急入院料，

小児入院医療等の対象別），（４）入院基本料加算等の算定状況（入院時医学管理加算（１日につ

き），救急医療加算・乳幼児救急医療加算（１日につき），離島加算（１日につき）等） 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 



 - 53 -

（１） 新規 

【調査名】 保育所保育料の徴収状況に関する調査 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課 

【目 的】 保育所の保育料については，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第５６条第３項の規定により

各市町村において保育料の決定及び徴収を行っているところだが，最近の保育料滞納問題については自

治体が対応に苦慮している事例があることから，国として早急に保育料滞納問題への適切な対応を執る

べく，市町村の保育料滞納の実態を把握し，今後の保育料滞納問題への対応に資することを目的とす

る。 

【調査の構成】 １－保育所保育料の徴収状況調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年８月） （表章）市

町村 

※ 

【調査票名】 １－保育所保育料の徴収状況調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０２９ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８０４ （配布）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 （取

集）オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都

市・中核市→報告者（市町村） 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月 

【調査事項】 １．保育料の徴収状況（収入階層別の保護者数，滞納者数，徴収決定額，滞納額），２．保育料

の徴収方法（現金収納（窓口別），口座振替，その他），３．保育料滞納額の傾向及びその主な原

因，（１）過去５カ年の滞納額の割合の傾向，（２）滞納額が増加した主な原因，４．保育料滞納

者に対して行った対応とその効果，５．納付の勧奨についての民間委託状況及びその効果，６．滞

納処分等を選択していない場合の法的措置の検討状況，７．その他（市町村における取組み状況の

特記事項等） 
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【調査名】 ひとり親家庭等実態調査 

【実施機関】 石川県 

【目 的】 石川県内における母子世帯・父子世帯及び寡婦世帯の実態を把握し，もって今後のひとり親世帯に対

する福祉対策の推進に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－平成１９年度母子世帯及び父子世帯実態調査票，２－平成１９年度寡婦世帯実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「ひとり親家庭等実態調査報告書」（平成２０年３

月） （表章）都道府県 

【経 費】 ４，９５０千円  

※ 

【調査票名】 １－平成１９年度母子世帯及び父子世帯実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）世帯 （属性）県内に居住する母子世帯及び父子世帯のうちから

無作為に抽出したそれぞれ３０％の世帯 （抽出枠）住民基本台帳又はこれに代わる的確な資料 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１９年８月１日現在 （系統）石川県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）その他 （実施期日）平成１９年８月１日～０８月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況について，２．住宅の状況について，３．就労の状態について，４．生活の状態

について，５．健康と医療について，６．お子さんの状況について，７．生活上の問題について，

８．福祉施策について 

※ 

【調査票名】 ２－平成１９年度寡婦世帯実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）石川県全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯のうちから無作為に抽出した４００世帯 

（抽出枠）住民基本台帳又はこれに代わる的確な資料 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成１９年８月１日現在 （系統）石川県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）その他 （実施期日）平成１９年８月１日～０８月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況について，２．住宅の状況について，３．就労の状態について，４．生活の状態

について，５．健康と医療について，６．生活上の問題について，７．福祉施策について 
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【調査名】 人口移動理由実態調査 

【実施機関】 秋田県学術国際部調査統計課 

【目 的】 人口移動の理由について，その実態を把握し，秋田県の施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－秋田県人口移動理由実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）当年９月分が集計され次第，過去１年間分の調査結果

報告書を関係機関に配布 （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－秋田県人口移動理由実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３１ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）秋田県全域 （単位）個人 （属性）県外転入者，県内転入者及び県外転出者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６０，０００ （配布）手渡し （取集）手渡し （記入）自計 

（把握時）住民移動届けのとき （系統）市町村→報告者（転出入者）→市町村→秋田県 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）当月分を翌月１５日まで 

【調査事項】 １．移動前後の地域名称，２．男女の別，３．年齢，４．移動の原因者の出身県，５．主たる移

動の理由，６．仕事の関係で移動した者については，移動前後の仕事の種類（産業分類） 
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【調査名】 第９期市政アドバイザー第１回意識調査 

【実施機関】 神戸市市民参画推進局広聴課 

【目 的】 神戸市が実施する具体的施策や事業についての意見を求めるほか，市民生活に関する意識を市の事業

や施策を実施していく上での基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－第９期市政アドバイザー第１回意識調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）未定 （表章）市区町村 

【経 費】 ３００千円  

※ 

【調査票名】 １－第９期市政アドバイザー第１回意識調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）個人 （属性）第９期市政アドバイザー （抽出枠）住民基本台

帳，外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５０／母１，２６９，７３６ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１９年６月下旬 

【調査事項】 １．青少年を地域で育んでいくために，（１）子どもや青少年を健やかに育てるための活動・運

営への参加状況，（２）近所の子どもとの関わりの状況，（３）青少年の健全育成や非行防止のた

めに必要な地域活動等，２．六甲摩耶地区の観光について，（１）六甲山及び摩耶山に対するイメ

ージ，（２）六甲地区及び摩耶地区への訪問状況，（３）六甲地区及び摩耶地区に所在する施設の

認知状況等 
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【調査名】 旭区防災対策アンケート 

【実施機関】 大阪市 

【目 的】 大地震や台風等による広域複合災害に備え，区民の防災・減災への取り組み状況や防災意識を把握す

るためのアンケートを実施するとともに，アンケート内容を反映した「地域防災マップ」及び災害時に

活用できる「地域防災便利帳」を作成する。 

【調査の構成】 １－旭区防災対策アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「アンケート報告書」，ＨＰに掲載予定

（平成１９年１２月） （表章）市区町村 

【経 費】 ３，６１４千円  

※ 

【調査票名】 １－旭区防災対策アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月１３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３３ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）大阪市旭区 （単位）世帯 （属性）住民基本台帳並びに外国人登録原票に登録されて

いる旭区内の世帯 （抽出枠）住民基本台帳・外国人登録原票 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，４００／母４３，８１７ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪市（区）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月１５日～０７月１５日 
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【調査名】 食育に関する調査 

【実施機関】 さいたま市 

【目 的】 さいたま市民の食に関する実態，意識を調査し，市食育推進計画策定に際しての基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－食育に関する調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）ホームページにて公表（平成２０年２月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，３００千円  

※ 

【調査票名】 １－食育に関する調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月２１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）さいたま市全域 （単位）個人 （属性）男女４，０００人。年齢階層別の無作為抽

出。乳幼児期（０～５歳），学童期（６～１５歳），青年期（１６～２４歳），成人期（２５～３

９歳），壮年期（４０～６４歳），高齢期（６５歳以上） （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／母１，２００，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）さいたま市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年７月２０日まで 

【調査事項】 １．あなたのことについて（性別，年齢，身長・体重，職業，居住区，世帯構成），２．食事に

ついて（朝食・昼食・夕食の有無等，朝食・昼食・夕食別の野菜摂取頻度，栄養バランスの考慮度

合い，食事の楽しさ・あいさつ等），３．食育の実践について（食育関係用語の認識度合い，食生

活上の環境配慮，食品表示の内容別購入動向，食中毒に関する配慮の状況，食文化等への配慮の状

況，食育推進のための活動状況，農林水産業等体験状況等，今後の日常生活上の食育に関する取組

意欲等） 
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【調査名】 市民健康意識アンケート調査 

【実施機関】 金沢市 

【目 的】 保健・医療を取り巻く環境が大きく変化する中で，平成１５年に策定した「金沢健康プラン」を見直

すに際し，市民の健康意識を反映・参考とするため，市民を対象に健康意識等に関するアンケート調査

を実施する。 

【調査の構成】 １－市民健康意識アンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（手集計） （公表）「金沢健康プラン」を作成し，公表する予定（平成２０

年３月） （表章）市区町村 

【経 費】 ２，７００千円  

※ 

【調査票名】 １－市民健康意識アンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３５ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）金沢市のうちから抽出した２校下 （単位）個人 （属性）抽出２校下の町会組織に属

する世帯の中学生以上の世帯員 （抽出枠）調査を依頼する町会の世帯名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３，０００／母４５５，２１９ （配布）町会連合会組織委託 

（取集）町会連合会組織委託 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）金沢市→各町会連

合会→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１９年６月下旬～平成１９年８月３１日 

【調査事項】 １．世帯主記入事項，（１）世帯の人数，（２）世帯員（世帯主を含む。）の年齢，性別，アン

ケートへの回答の有無，２．全員記入事項，（１）健康状態，（２）「食生活」及び「食育」，

（３）「運動」について，（４）「休養，心の健康」について，（５）「健康診査（健康診断）の

受診について」，（６）「歯の健康」について，（７）「喫煙」について，（８）「飲酒」につい

て，（９）「ご家族」について，（１０）その他（身長，体重，加入健康保険，職業等） 
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【調査名】 ひとり親家庭等実態調査 

【実施機関】 福井県 

【目 的】 福井県の母子，父子世帯および一人暮らしの寡婦の生活実態を把握し社会情勢の変化に対応した福祉

施策を講ずるための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－ひとり親家庭実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「福井県ひとり親家庭支援計画」の中で公表（平成２

０年３月） （表章）都道府県 

【経 費】 １，４００千円  

※ 

【調査票名】 １－ひとり親家庭実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０７０３６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）福井県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯，父子世帯，一人暮らしの寡婦世帯 

（抽出枠）各市町の母子家庭等医療費助成受給者台帳（平成１９年４月１日） 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）２，５１１ （配布）市町担当者 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年８月１日現在 （系統）福井県→市町担当者→報告者 

【周期・期日】 （周期）原則５年周期で福井県ひとり親家庭自立支援計画策定に合わせて実施 （実施期日）

平成１９年７月～８月 

【調査事項】 １．本人と家族状況，２．住居状況，３．就労状況，４．収入状況，５．養育費，６．困りご

と・悩みごと，７．福祉施策 
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（２） 変更 

【調査名】 県民所得統計に関する特別調査 

【実施機関】 山梨県企画部統計調査課 

【目 的】 民間事業所及び公的機関の収支決算状況等を明らかにし県民所得統計の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－財政収支調査票（甲），２－財政収支調査票（乙），３－財政収支調査票（ＮＯ３１～４

７），４－営業収支調査票，５－財政収支調査票（丙） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「県民経済計算年報」（次年度１１月） （表章）都

道府県 

【経 費】 １２千円  

※ 

【調査票名】 １－財政収支調査票（甲） 

【受理年月日】 平成１９年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２１ 受理番号（旧）１９４０２２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）その他 （属性）国の機関及び事業団の全数（一般会計及び非企

業特別会計を対象） （抽出枠）山梨行政評価事務所資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）山梨県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日から翌年３月３１日 

【調査事項】 １．収支決算状況，２．職員数，３．建物延面積，４．消費税関連状況 

※ 

【調査票名】 ２－財政収支調査票（乙） 

【受理年月日】 平成１９年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２１ 受理番号（旧）１９４０２２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）その他 （属性）国の機関，公社，公庫及び事業団 （抽出枠）

山梨行政評価事務所資料，県業務資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査
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日現在 （系統）山梨県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日から翌年３月３１日 

【調査事項】 １．収支決算状況，２．職員数，３．有形固定資産状況，４．棚卸資産状況，５．消費税関連状

況 

※ 

【調査票名】 ３－財政収支調査票（丙） 

【受理年月日】 平成１９年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２１ 受理番号（旧）１９４０２２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）その他 （属性）一般政府に分類される独立行政法人及び国立大

学法人 （抽出枠）山梨行政評価事務所資料 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）山梨県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日から翌年３月３１日 

【調査事項】 １．収支決済状況，２．職員数，３．建物延面積，４．有形固定資産状況，５．棚卸資産状況，

６．消費税関連状況 

※ 

【調査票名】 ４－財政収支調査票（ＮＯ３１～４７） 

【受理年月日】 平成１９年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２１ 受理番号（旧）１９４０２２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）その他 （属性）共済組合，一部事務組合，基金関係機関，国の

関係機関 （抽出枠）県業務資料等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）山梨県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日から翌年３月３１日 

【調査事項】 １．収支決算状況，２．職員数，３．建物延面積，４．組合員数，５．国有林野面積等 

※ 
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【調査票名】 ５－営業収支調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２１ 受理番号（旧）１９４０２２ 

【調査対象】 （地域）山梨県全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類の，鉱業，金融，保険業，電

気・ガス業，放送業，運輸業，サービス業に該当する団体 （抽出枠）県業務資料，電話帳等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査

日現在 （系統）山梨県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１日から翌年３月３１日 

【調査事項】 １．収支決算状況，２．有形固定資産状況等 
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【調査名】 母子・父子世帯等実態調査 

【実施機関】 山口県 

【目 的】 母子・父子・養育者・寡婦世帯の世帯数，生活状況，ニーズ等を調査・把握し，今後の母子世帯等の

福祉施策を効果的に推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－母子・父子世帯等実態調査母子世帯票，２－母子・父子世帯等実態調査父子世帯票，３－母

子・父子世帯等実態調査養育者世帯票，４－母子・父子世帯等実態調査寡婦世帯票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１１月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，６１６千円  

※ 

【調査票名】 １－母子・父子世帯等実態調査母子世帯票 

【受理年月日】 平成１９年６月８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２２ 受理番号（旧）２０２０６８ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯（配偶者のない女子がその児童（満２０

歳未満で未婚の者）を扶養している世帯（児童の父以外の同居者がいる世帯を含む。なお，婚姻の

届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある場合は該当しない。）） （抽出枠）住

民基本台帳，外国人登録名簿，戸籍 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００／母１７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年６月２９日 

【調査事項】 １．自身や家族のことについて，２．子どもの世話や教育のことについて，３．仕事のことにつ

いて，４．住居のことについて，５．収入や生活状況について，６．健康のことについて，７．困

りごと・悩みごとについて，８．母子世帯のための福祉施策について 

※ 

【調査票名】 ２－母子・父子世帯等実態調査父子世帯票 

【受理年月日】 平成１９年６月８日 
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【受理番号】 受理番号（新）２０７０２２ 受理番号（旧）２０２０６８ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）世帯 （属性）父子世帯（配偶者のない男子がその児童（満２０

歳未満で未婚の者）を扶養している世帯（児童の母以外の同居者がいる世帯を含む。なお，婚姻の

届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様の事情にある場合は該当しない。）） （抽出枠）住

民基本台帳，外国人登録名簿，戸籍 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４００／母３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年６月２９日 

【調査事項】 １．自身や家族のことについて，２．子どもの世話や教育のことについて，３．仕事のことにつ

いて，４．住居のことについて，５．収入や生活状況について，６．健康のことについて，７．困

りごと・悩みごとについて，８．父子世帯のための福祉施策について 

※ 

【調査票名】 ３－母子・父子世帯等実態調査養育者世帯票 

【受理年月日】 平成１９年６月８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２２ 受理番号（旧）２０２０６８ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）世帯 （属性）養育者世帯（父母のない児童（満２０歳未満で未

婚の者）が父母以外の者によって扶養されている世帯（父母のない児童のみの世帯を含む。）） 

（抽出枠）住民基本台帳，外国人登録名簿，戸籍 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４５０／母５００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成１９年６月１日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年６月２９日 

【調査事項】 １．自身や家族のことについて，２．子どもの世話や教育のことについて，３．仕事のことにつ

いて，４．住居のことについて，５．収入や生活状況について，６．健康のことについて，７．困

りごと・悩みごとについて 

※ 

【調査票名】 ４－母子・父子世帯等実態調査寡婦世帯票 
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【受理年月日】 平成１９年６月８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２２ 受理番号（旧）２０２０６８ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯（６５歳未満の配偶者のない女子で，か

つて配偶者のない女子として児童（満２０歳未満で未婚の者）を扶養していたことがある者又は，

４０歳以上６５歳未満の配偶者のない女子で，かつて配偶者のない女子として児童を扶養していた

ことがなく，現在も児童を扶養していない者からなる世帯（配偶者のない女子の父母と同居してい

る場合等含む。）） （抽出枠）住民基本台帳，外国人登録名簿，戸籍 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２５，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年６月１日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年６月２９日 

【調査事項】 １．自身や家族のことについて，２．仕事のことについて，３．住居のことについて，４．収入

や生活状況について，５．健康のことについて，６．困りごと・悩みごとについて，７．寡婦世帯

のための福祉施策について 
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【調査名】 熱海市小売物価統計調査 

【実施機関】 熱海市 

【目 的】 熱海市の消費者物価の水準と特性を把握するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－熱海市小売物価統計調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１０月） 

（表章）市区町村 

※ 

【調査票名】 １－熱海市小売物価統計調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２３ 受理番号（旧）０９７００２ 

【調査対象】 （地域）熱海市全域 （単位）事業所 （属性）調査品目を消費者に販売する小売店舗，及び売

り場面積１０００平方メートル以上の大型小売店舗公立小中学校，熱海市，市立美術館等の公共施

設民営借家住宅所有者，公営住宅（熱海市・市営住宅等公共住宅） （抽出枠）調査員が地区内の

売り場面積又は従業員の最大の店舗等を選定する。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３０７／母３，３６３ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）１．価格調査：熱海市→民間調査機関→調査員→報告

者，２．公共料金調査：熱海市→報告者，３．民営家賃：熱海市→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）毎回６月中 

【調査事項】 消費生活上重要な支出の対象となる商品の小売価格 
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【調査名】 富士市賃金実態調査 

【実施機関】 富士市商工農林部商業労政課 

【目 的】 賃金及び労働時間等の実態を明らかにすることにより市内事業所の労務改善に役立たせるとともに労

働行政推進の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－賃金実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１２月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ４２０千円  

※ 

【調査票名】 １－賃金実態調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２４ 受理番号（旧）２０７０１８ 

【調査対象】 （地域）富士市全域 （単位）企業 （属性）市内に事業所のある常用従業員３０人以上のすべ

ての企業  （抽出枠）市民税法人リスト 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５３０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１９年６月３０日現在 （系統）富士市→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年７月３１日 

【調査事項】 １．労働時間（１週間の所定内労働時間数），２．労働時間制度，３．週休制，年次有給休暇，

その他の休暇，４．賃金その他，モデル賃金，新卒者採用状況と初任給，５．諸手当，賞与支給状

況，６．定年制，退職金制度，７．各休業制度等の利用状況，８．男女雇用機会均等法に関する事

項，９．次世代育成支援対策推進法，１０．雇用状況，パートタイマー 
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【調査名】 高知都市圏パーソントリップ調査 

【実施機関】 高知県土木部都市計画課 

【目 的】 高知都市圏内の人の動きについて，その個人属性，起終点，利用交通手段等を把握し，総合的な都市

交通計画の策定のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－高知都市圏パーソントリップ調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年３月３１

日） （表章）高知都市圏 

【経 費】 ６４，２００千円  

※ 

【調査票名】 １－高知都市圏パーソントリップ調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月１４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２５ 受理番号（旧）１９７０４８ 

【調査対象】 （地域）高知都市圏（高知市を中心とした圏域（５市３町１村）） （単位）個人 （属性）調

査対象都市圏内に居住する５歳以上の者 （抽出枠）各市町村が保管する住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３１，０００／母５００，０６８ （配布）調査員 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１９年１０月１日現在 （系統）高知県→民間調査コン

サルタント→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）概ね１０年 （実施期日）平成１９年１０月１日～平成１９年１１月３０日 

【調査事項】 １．住所，２．性別・年齢，３．職業，４．通勤先，通学先の住所，５．運転免許の有無，６．自

動車の保有台数，７．出発地，出発時刻，８．到着地，到着時刻，９．移動の目的，１０．交通手段 
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【調査名】 被保護者全国一斉調査 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局保護課 

【目 的】 生活保護法による保護を受けている世帯の保護の受給状況等を把握し，生活保護制度及び厚生労働行

政の企画運営に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－被保護者全国一斉調査基礎調査調査票，２－被保護者全国一斉調査個別調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページにて

公表（集計終了後） （表章）全国 

【経 費】 ６，８３１千円  

※ 

【調査票名】 １－被保護者全国一斉調査基礎調査調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２６ 受理番号（旧）２０６０８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成１９年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→報

告者（福祉事務所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年９月 

【調査事項】 １．被保護世帯人員（級地・単身者世帯ーその他世帯・性・年齢階級別），２．被保護世帯数

（世帯人員・級地・扶助の種類別），３．勤労控除適用世帯数・件数（勤労控除の状況・級地

別），４．年金等受給世帯数・件数（年金等の受給状況・級地別），５．教育扶助受給人員（小学

校・中学校別）・高等学校等就学費受給人員，６．加算受給世帯数・件数（級地・加算等の状況

別），７．借家・借間世帯数（級地・住居の状況，実際家賃・間代階級別），８．被保護外国人世

帯数（世帯人員・世帯類型・世帯主の国籍別），９．６５歳以上介護扶助受給者数（要介護度・住

宅ー施設・介護サービスの種類別）・６５歳未満介護扶助受給者数（要介護度・住宅ー施設・介護

サービスの種類別），１０．保護廃止世帯数における世帯類型，保護開始年月，廃止理由別 

※ 
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【調査票名】 ２－被保護者全国一斉調査個別調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２６ 受理番号（旧）２０６０８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１９年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都

市・中核市→報告者（福祉事務所） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年９月 

【調査事項】 １．世帯の状況（受給開始年月，保護歴の有無，世帯類型，保護の決定状況，扶助の種類），

２．世帯員の状況（性別，年齢，世帯主との続柄，入所（入院）等状況，就労の状況，就労収入月

額，基礎控除月額，障害・傷病の状況，加算等の状況，年金の受給状況，年金月額） 
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【調査名】 県政への満足度等に関するアンケート 

【実施機関】 島根県政策企画局政策企画監室 

【目 的】 現在の総合計画の取り組みに対して県民の満足度等を把握し，次期計画策定の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－県政への満足度等に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年９月下

旬）及びホームページ掲載（平成１９年１０月） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，０００千円  

※ 

【調査票名】 １－県政への満足度等に関するアンケート調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２７ 受理番号（旧）１０４３６２ 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の男女個人 （抽出枠）選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母６００，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）島根県→民間調査機関→報告者→島根県 

【周期・期日】 （周期）計画策定作業時に実施 （実施期日）平成１９年６月３０日～０７月１０日 

【調査事項】 １．県政への満足度等について，２．あなたご自身とご家族のことについて 
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【調査名】 高齢者基礎調査 

【実施機関】 新潟県福祉保健部高齢福祉保健課 

【目 的】 新潟県高齢者保健福祉計画の見直し等，総合的な施策の推進を図るため，高齢者の生活実態，考え

方，要望等を調査する。 

【調査の構成】 １－高齢者基礎調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１１月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，２２６千円  

※ 

【調査票名】 １－高齢者基礎調査票 

【受理年月日】 平成１９年６月２８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０７０２８ 受理番号（旧）２０４０３２ 

【調査対象】 （地域）新潟県全域 （単位）個人 （属性）新潟県内に在住する平成１９年７月１日現在で満

６５歳以上の高齢者 （抽出枠）選挙人名簿又は住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／母５９７，６６０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟県→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年７月２７日 

【調査事項】 １．基本属性（性別，年齢等），２．高齢者の家族，住宅の状況，３．高齢者の経済状況，４．

高齢者の健康状態，５．高齢者の生きがい，社会活動，６．高齢者の世代間交流の状況，７．高齢

者の介護保険制度等の認知度と意識等 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(4) (4) (4) (12)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 6 615

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 2 96

(3) (4) (4) (5) (16)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 8 711

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 6 479

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 15 575

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 21 1054

2 2 0 0 0 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (28)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 9 189

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (29)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 9 194

(1) (1) (1) (1) (4)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 14 952

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 39 2115

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 8 2 2 2 2 2 4 27

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 46 2784

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (2) (12)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 89 4960

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 70 2979

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 17 651

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 207

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 32

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (1) (114)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 14 1086

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (122)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 105 4955

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 24 995

11 1 7 11 27 4 61

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 3 571

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (207)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 15 1645

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (232)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 46 3272

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 43 1578

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 15 1339

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 58 2917

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (67)

2 1 4 11 1 1 1 2 23

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 24 849

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 9 412

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 312 440 353 19043

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 325 448 362 19455

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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年（月） 備　考

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

(4)

1 1 3 3

(1)

1

(1) (4)

1 1 3 1 3

1 4 6 8

(1)

3 5 7 3

(1)

1 3 4 5 6 7 11

1

(1) (4)

6 1 2

(1) (4)

6 1 2

(1)

3 1 1

10 1 2 3 1 4 2 9 16

2

(2)

16 1 10 3 1 2 5 5 8

(2)

26 2 12 8 1 5 2 5 7 9 24

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成19年平成18年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

2 3 5 12 14 11 1 24

4 11

1 2

1 1

(1) (2)

3 8 3 2

(1) (2)

2 6 5 13 14 12 1 12 3 39 1

1 19 2 1 1

3 6 4

2 1

(1) (2) (2)

7 1 6 4

(1) (2) (2)

1 2 30 1 6 12 1 5

2 7 13 4 2 3 4 1 1 1 2

(2)

4 2 1 6 2 6 4 2 3

(2)

6 9 1 19 6 2 9 4 5 3 1 5

(1) (1)

1 1

2 12 8 4

1 3 4 2

39 20 18 48 53 21 25 20 34 59 18 45

39 21 21 48 53 21 25 20 34 63 20 45

平成19年平成18年年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 8 301

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 30 30 760

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 5 51

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 63 2911

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 87 1966

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 4 24 141

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 30 38 1525

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 15 673

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 28

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 1 81

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 114 109 4748

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 98 133 3480

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 10 29 231

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

新 規 1 1 1 1 1 2 1

国 変 更 4 1 1 3 4 1 2 6 1 1

中 止 2 1 3

新 規 3 1 12 14 3 6 5 3 2 4 4 4

変 更 10 4 8 10 6 2 3 3 1 4

中 止 1 1 1 1 1 3 1 1

新 規 9 7 7 3 1 2 4 2 4

市 変 更 2 1 3 1 1 1 1

中 止

新 規

変 更 2

中 止

新 規 12 8 20 18 5 8 9 5 3 5 6 9

変 更 16 6 8 14 10 7 6 2 10 1 1 6

中 止 3 1 1 2 1 6 1 1

年（月）

実施機関名

平成19年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成18年
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